
別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

  ①増毛町の人口構造 

   増毛町の人口は、令和２年国勢調査では３，９０８人で、１０年前の平成２２年調査か

ら１，１７０人減少しており、昭和３０年の１６，７６８人をピークに減少傾向が続いて

いる。 

   また、年齢階層別人口は、０～１４歳で３２３人（８．３％）、１５～６４歳で１，８５

７人（４７．５％）、６５歳以上で１，７２８人（４４．２％）となっており、少子高齢化

の傾向が顕著に現れている。 

 

  ②産業構造及び中小企業者の実態等 

   増毛町の産業は、農業、漁業が基幹産業であり、ほとんどが中小企業者である。令和２

年国勢調査での産業別就業者数は１，９６３人で、第１次産業では４１１人（２０．９％）、

第２次産業では４７９人（２４．４％）、第３次産業では１，０６２人（５４．１％）とな

っており、平成２２年調査から第１次産業で８９人、第２次産業で１０７人、第３次産業

で１３４人の減少となっている。 

   就業者数の減少は、全国の過疎指定地域に共通することではあるが、地元の雇用の場の

不足や基幹産業の経営の変革、産業・経済活動の都市集中化などが要因となっている。 

   町内の中小企業者は、令和３年経済センサスによると、事業所数２１５、従業者数１，

３１９人となっており、平成２８年調査から事業所数３、従業者数６４人の減少となって

いる。 

   この減少は、後継者不足や経営者の高齢化、消費者人口の減少、雇用の場の不足などが

要因となっている。 

 

 

 

●増毛町の産業構造 （国勢調査）

男 257 13.1 282 14.4 526 26.8

女 154 7.8 197 10.0 536 27.3

計 411 20.9 479 24.4 1,062 54.1

※産業別職業人口合計は、分類不能の産業の人数を含んでいます。

 （％） 人 数  （％） 人 数

令和　2 年

1,963 人

 （％）
調 査 年 区分

第 1 次 産 業 第 2 次 産 業 第 3 次 産 業

人 数



増毛町の産業別事業所数・従業者数の推移 

業種 
事業所数 従業者数 

平成２８年 令和３年 平成２８年 令和３年 

農林漁業 １０ １５ １０７ １８４ 

鉱業 １ １ ５ ４ 

建設業 ２６ ２３ １２２ １２７ 

製造業 ２１ ２１ ４３７ ３７４ 

電気・ガス・水道業 ２ １ ６ １ 

運輸業 ４ ６ ５６ ５０ 

卸売業・小売業 ５４ ５３ ２２５ ２０７ 

金融業・保険業 ２ ２ １２ １０ 

不動産業・物品賃貸業 ４ ３ ４ ３ 

学術研究・技術サービス業 ２ ２ ３ ３ 

飲食店・宿泊業 ３６ ３１ １２７ ８３ 

医療・福祉 ９ １２ １１３ １０７ 

教育・学習支援業 ６ ２ ６ ２ 

複合サービス業 ７ ７ ４６ ５４ 

サービス業 ３４ ３６ １１４ １１０ 

総数 ２１８ ２１５ １，３８３ １，３１９ 

※「経済センサス」６－１表 

 

（２）目標 

  増毛町内の中小企業においては、従業員の減少や少子高齢化に対応するため、労働生産

性を高めていく必要がある。 

このため、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策

定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経済の更なる発展を目指す。 

これを実現するための目標として、計画期間中に３件程度の先端設備等導入計画の認定

を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関する基

本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

増毛町の産業構造においては、ひとつの産業に偏在していないことから、幅広い設備にお

いて生産性向上を図ることが必要であるため、本計画において対象とする設備は、中小企業

等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

   増毛町の産業は町内に点在しており、町内すべての産業振興のため、増毛町全域を本計

画の対象地域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

   増毛町の産業構造においては、ひとつの産業に偏在していないことから、本計画におい

て対象とする業種は全業種とする。 

   対象とする事業は、労働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業全てとする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

   令和５年８月２１日～令和７年８月２０日までの２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

   ３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

（２）公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端設備

等導入計画の認定の対象としない。 

 

    

    

 

 

 

    


